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株式会社池田泉州銀行（頭取 CEO 鵜川 淳）は、平成 31 年 3 月 1 日（金）より、投資

信託「おおさか・かんさいアクティブファンド（愛称：ニコ（25）ッとおおさか）」（以下、

当ファンド）（委託会社：アセットマネジメント One 株式会社）を当行単独で募集を行う商

品として、取扱いを開始しますのでお知らせいたします。 

 

2025 年に大阪・関西万博の開催が決定し、関西では地域経済の発展、インフラの整備、

イノベーション機会の拡大などが見込まれ、ビジネスのさらなる飛躍が期待されています。 

当ファンドは、このような恩恵が期待される、関西の二府四県に本社を置く企業を中心に投

資を行います。 

 

当行は「お客さま本位の業務運営基本方針」に則り、お客さまの安定的な資産形成のお役

に立てるよう、質の高い金融商品・サービスの提供に努めてまいります。 

 

記 

 

１．ファンド名称 おおさか・かんさいアクティブファンド 

（愛称：ニコ（25）ッとおおさか） 

 

２．ファンド形態 追加型投信／国内／株式 

 

３．主な特徴 

  ・主として、わが国の金融商品取引所に上場する株式（上場予定を含みます。）のうち、

大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県のいずれかに本社を置く関西企

業を中心に投資を行います。 

  ・登記上の本社所在地が上記二府四県にある銘柄も投資対象に含みます。 

  ・上記の二府四県に本社を置くまたは登記する企業以外にも、関西の成長から恩恵を受

けると判断される銘柄に投資を行う場合があります。 

  ・組入銘柄の選定にあたっては、株式の流動性、信用リスク等によるスクリーニングを

行った後、ビジネスモデル、経営陣の質、収益の成長性、株価のバリュエーション等

に着目して総合的に判断します。 

 

４．取扱い開始日 平成 31 年 3 月 1 日（金） 

 

５．委託会社   アセットマネジメント One 株式会社 

 

以 上 

 

 

 

 

投資信託「おおさか・かんさいアクティブファンド 

（愛称：ニコ（25）ッとおおさか）」の取扱い開始について 



【投資信託に関するご注意事項】 

◎投資信託は、預金商品ではなく、元本の保証はありません。 

◎投資信託の基準価額は、組入れ有価証券等の値動きにより変動するため、お受取金額が投資

元本を割込むリスクがあります。外貨建て資産に投資するものは、この他に通貨の価格変動

により基準価額が変動するため、お受取金額が投資元本を割込むリスクがあります。これら

のリスクはお客さまご自身が負担することになります。  

◎投資信託は、預金保険の対象ではありません。 

◎当行で販売する投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

◎当行は、投資信託の販売会社です。投資信託の設定・運用は投資信託委託会社または海外の

投資顧問会社が行います。 

◎投資信託をご購入の際は、最新の投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧いただき、内

容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 

 

【投資信託に係るお客さまの負担となる主な費用】 

申込時に直接負担

いただく費用 
申込手数料 申込価額 × 3.78％（税抜 3.5％）以内 

解約時に直接負担

いただく費用 

信託財産 

留保額 

解約請求受付日の基準価額 × 1.0％以内 

※解約請求受付日の翌営業日または翌々営業日の基準価額を

適用するファンドもあります。 

保有期間中に 

ファンドが 

負担する費用 

（間接的に負担 

いただく費用） 

信託報酬 

総資産額の年 2.376％（税抜 年 2.2％）以内 

※成功報酬を別途ご負担いただくファンドもあります。 

 （実績連動クーポンに対して 10.8％（税抜 10.0％）以内） 

※株式の貸付の指図をおこなう場合、その品貸料の一部に相

当する額を別途ご負担いただくファンドもあります。 

 （品貸料に対して 54％（税抜 50％）以内） 

その他の 

費用 

上記のほか、ファンドでは売買委託手数料、監査報酬、組入

資産の保管等に要する諸費用、先物取引・オプション取引等

に要する費用、投資するファンドの信託報酬等を負担してお

ります。 

「その他の費用」については、ファンドにより異なります。 

また、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、

上限額等を表示することができません。 

※お客さまにご負担いただく費用等の合計額については、ファンドやお申込代金、保有期間等

に応じて異なりますので、表示することができません。詳しくは投資信託説明書（交付目論

見書）をご覧ください。 

 

商 号 等：株式会社 池田泉州銀行 

     登録金融機関 近畿財務局長（登金）第６号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 

 


